
令和６年度盛土対策連絡会議（第２回） 
 
日時：令和７年１月30日（木）10:30～ 

場所：神奈川県庁新庁舎12階県土整備局 

大会議室及びWeb会議の併用 

 

 

 次  第  
 

議題 
 

  １ 盛土規制法の施行に伴う取組状況について 

（１）盛土規制法の概要 

（２）盛土規制法に基づく規制区域について 

（３）盛土規制法の規制内容について 

（４）申請手続きについて 

（５）違反指導について 

（６）その他 

 

 

  ２ 盛土総点検箇所のその後の対応について 

（１）盛土総点検後の是正状況 

（２）出水期前点検と大雨の後の対応 



令和６年度盛⼟対策連絡会議（第２回）

令和７年１⽉３０⽇
神奈川県
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１ 盛⼟規制法の概要

２ 盛⼟規制法に基づく規制区域について

３ 盛⼟規制法の規制内容について

４ 申請⼿続きについて

５ 違反指導について

６ その他

議題１ 盛⼟規制法の施⾏に伴う取組状況
について
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１ 盛⼟規制法の概要
（１）経緯

令和３年７⽉に発⽣した静岡県熱海市での⼟⽯流災害を受け、
国は、⼟地の⽤途にかかわらず危険な盛⼟等を全国⼀律の基準
で包括的に規制するため、「宅地造成等規制法」を法律名・⽬
的も含めて抜本的に改正し、「宅地造成及び特定盛⼟等規制
法」（通称︓盛⼟規制法）を令和５年５⽉に施⾏した。

（出典）国⼟交通省資料
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１ 盛⼟規制法の概要
（２）法改正の主なポイント

ア 都道府県等が基礎調査を実施し、盛⼟等の崩落により⼈
家等に被害を及ぼしうるエリアを、関係市町村の意⾒を聴
いた上で、規制区域（宅地造成等⼯事規制区域、特定盛⼟
等規制区域）として指定する。

イ 規制区域内で⾏われる盛⼟等については、都道府県知事
等の許可等が必要となった。

ウ 規制区域内の盛⼟等が⾏われた⼟地では、⼟地所有者等
が盛⼟等を安全な状態に維持する責務を負うなど、責任の
所在を明確化した。

エ 命令違反等に対する抑⽌⼒として機能するよう、罰則を
⾼い⽔準に強化した。
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２ 盛⼟規制法に基づく規制区域について
（１）規制区域の概要
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（２）区域指定の流れ
令和７年４⽉１⽇に規制区域指定の告⽰を⾏う。
※県内施⾏主体（神奈川県、横浜市、川崎市、相模原市、横須賀市）統⼀

２ 盛⼟規制法に基づく規制区域について

基
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＜神奈川県の対応＞

R5.5 R5.6〜 R6.4 R6.7 R7.4.1

・条例制定等
・周知

規制開始
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（３）規制区域設定にあたっての諸条件（主なもの）
２ 盛⼟規制法に基づく規制区域について

諸条件（主なもの）

神奈川県
宅造区域︓都市計画区域、都市計画区域外の集落等（建築物３⼾以

上、50ｍ以内 ＋ 隣接・近接範囲）
特盛区域︓上記以外の⼈家・施設、国⼟地理院の地図記号の道路

＋ 隣接・近接範囲

横浜市 宅造区域︓都市計画区域

川崎市 宅造区域︓都市計画区域

相模原市
宅造区域︓都市計画区域、都市計画区域外の集落等（建築物３⼾以

上、50ｍ以内 ＋ 隣接・近接範囲）
特盛区域︓上記以外の⼈家・施設、国⼟地理院の地図記号の道路

＋ 隣接・近接範囲

横須賀市 宅造区域︓都市計画区域
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（４）規制区域の候補区域（神奈川県）
２ 盛⼟規制法に基づく規制区域について

【令和６年４⽉25⽇公表】
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（４）規制区域の候補区域（横浜市）
２ 盛⼟規制法に基づく規制区域について

【令和６年４⽉12⽇公表】
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（４）規制区域の候補区域（川崎市）
２ 盛⼟規制法に基づく規制区域について

【令和６年９⽉６⽇公表】
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（４）規制区域の候補区域（相模原市）
２ 盛⼟規制法に基づく規制区域について

【令和６年９⽉13⽇公表】
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（４）規制区域の候補区域（横須賀市）
２ 盛⼟規制法に基づく規制区域について

【令和６年10⽉１⽇公表】



⾯積

３ 盛⼟規制法の規制内容について
（１）許可を要する⼯事（宅地造成等⼯事規制区域内）

■⼟地の形質の変更（盛⼟・切⼟）
①盛⼟で⾼さが
１ｍ超の崖を
⽣ずるもの

②切⼟で⾼さが
２ｍ超の崖を
⽣ずるもの

③盛⼟と切⼟を同
時に⾏い、⾼さ
が２ｍ超の崖を
⽣ずるもの
（①、②を除く）

④盛⼟で⾼さが
２ｍ超となるも
の
（①、③を除く）

⑤盛⼟⼜は切⼟を
する⼟地の⾯積
が500㎡超とな
るもの
（①〜④を除く）

⾯積
⾼さ

盛⼟

切⼟
⾼さ

切⼟
⾼さ

盛⼟

⾼さ

盛⼟
（崖を⽣じないもの）

盛⼟
切⼟

（盛⼟⼜は切⼟のみの場合も含む）

■⼀時的な⼟⽯の堆積
⑥最⼤時に堆積する⾼さが２ｍ超かつ⾯積が
300㎡超となるもの ⑦最⼤時に堆積する⾯積が500㎡超となるもの

⾼さ

⾼さ

⾯積

12
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３ 盛⼟規制法の規制内容について

法
①盛⼟で⾼さ

が２ｍ超の
崖を⽣ずる
もの

②切⼟で⾼さ
が５ｍ超の
崖を⽣ずる
もの

③盛⼟と切⼟を同
時に⾏い、⾼さ
が５ｍ超の崖を
⽣ずるもの
（①、②を除く）

④盛⼟で⾼さ
が５ｍ超と
なるもの

（①、③を除く）

⑤盛⼟⼜は切
⼟をする⼟
地の⾯積が
3,000㎡超
となるもの

（①〜④を除く）

神奈川県 １ｍ超
※宅造区域と同⽔準

２ｍ超
※宅造区域と同⽔準

２ｍ超
※宅造区域と同⽔準

２ｍ超
※宅造区域と同⽔準

500㎡超
※宅造区域と同⽔準

相模原市 法のとおり 法のとおり 法のとおり 法のとおり 500㎡超
※宅造区域と同⽔準

■⼟地の形質の変更（盛⼟・切⼟）
（１）許可を要する⼯事（特定盛⼟等規制区域内）

■⼀時的な⼟⽯の堆積
法 ⑥最⼤時に堆積する⾼さが５ｍ超かつ

⾯積が1,500㎡超となるもの
⑦最⼤時に堆積する⾯積が3,000㎡超

となるもの

神奈川県 ２ｍ超かつ⾯積が300㎡超
※宅造区域と同⽔準

500㎡超
※宅造区域と同⽔準

相模原市 法のとおり 500㎡超
※宅造区域と同⽔準
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３ 盛⼟規制法の規制内容について

■次のいずれかに該当するものは許可を要しない
（２）許可を要しない⼯事

分類 概要

①公共施設⽤地における
⼟地の形質の変更

公共の⽤に供する施設の⼟地の形質の変更
→ 許可対象⾏為（「宅地造成」、「特定盛⼟等」、

「⼟⽯の堆積」）に当たらないため、許可不要

②災害の発⽣のおそれが
ないと認められるもの

許可対象⾏為にあてはまるが、災害のおそれがないと
認めれるものとして政令等で定めるものは許可不要
（法第12条第1項ただし書、政令第５条、省令第８条等）

③その他盛⼟規制法の
対象外となる⾏為

農地及び採草放牧地において⾏われる通常の営農⾏為
（通常の⽣産活動並びにほ場管理のための耕起、代かき、

整地、畝⽴、けい畔の新設、補修及び除去、表⼟の補充）
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３ 盛⼟規制法の規制内容について

■①公共施設⽤地における⼟地の形質の変更
（２）許可を要しない⼯事

○道路（林道を含む）、公園、河川等（法第２条第１号）

○その他政令で定める公共の⽤に供する施設（令第２条）

砂防設備、地すべり防⽌施設、海岸保全施設、津波防護施設、港湾施設、漁港施設、
⾶⾏場、航空保安施設、鉄道、軌道、索道⼜は無軌条電⾞の⽤に供する施設

○公共の⽤に供する施設に準ずる施設（規則第１条第１項）

⾬⽔貯留浸透施設、農業⽤ため池、防衛施設周辺の⽣活環境の整備等に関する法律
（昭和49年法律第101号）第２条第２項に規定する防衛施設

○国⼜は地⽅公共団体が管理する学校、運動場、墓地等（令第２条、規則第１条第２項）

学校・運動場・緑地・広場・墓地・廃棄物処理施設・⽔道・下⽔道・
営農飲雑⽤⽔施設・⽔産飲雑⽤⽔施設・農業集落排⽔施設・漁業集落排⽔施設・
林地荒廃防⽌施設・急傾斜地崩壊防⽌施設
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３ 盛⼟規制法の規制内容について

■②災害の発⽣のおそれがないと認められるもの
（２）許可を要しない⼯事

（法第12条第1項ただし書等）

政令 ○鉱⼭保安法 鉱物の採取（鉱業上使⽤する特定施設の設置に係る⼯事等）
○鉱業法 鉱物の採取（認可を受けた施業案の実施に係る⼯事等）
○採⽯法 岩⽯の採取（認可を受けた採取計画に係る⼯事等）
○砂利採取法 砂利の採取（認可を受けた採取計画に係る⼯事等）

省令 ○⼟地改良法 ⼟地改良事業（農業⽤⽤排⽔施設の新設等）、⼟地改良事業に準ずる事業
○⽕薬類取締法 ⽕薬類の製造施設の周囲に設置する⼟堤の設置等
○家畜伝染病予防法 家畜の死体等の埋却
○廃棄物の処理及び清掃に関する法律 廃棄物の処分等
○⼟壌汚染対策法 汚染⼟壌の搬出⼜は処理等
○ 平成23年３⽉11⽇に発⽣した東北地太平洋沖地震

に伴う原⼦⼒発電所の事故により放出された放射性
物質による環境の汚染への対処に関する特別措置法

廃棄物若しくは除去⼟壌の保管⼜は処分

○森林の施業を実施するために必要な作業路網の整備に関する⼯事
○国、地⽅公共団体、次に掲げる法⼈が⾮常災害のために必要な応急措置として⾏う⼯事

地⽅住宅供給公社、⼟地開発公社、⽇本下⽔道事業団、独⽴⾏政法⼈鉄道建設、運輸施設整備⽀援機構、独⽴⾏政法⼈⽔資源機構、
独⽴⾏政法⼈都市再⽣機構

〇 次に掲げる⼟地の形質変更に関する⼯事
・⾼さが２ｍ以下であって、盛⼟⼜は切⼟をする前後の地盤⾯の標⾼の差が30cmを超えないもの

○次に掲げる⼟⽯の堆積に関する⼯事
・⼟⽯の堆積を⾏う⼟地の⾯積が300 ㎡を超えないもの
・⼟⽯の堆積に関する⼯事のうち、⾼さ２ｍ以下であって、盛⼟⼜は切⼟をする地盤⾯標⾼の差が30cmを超え

ない盛⼟⼜は切⼟をするもの
・⼯事の施⾏に付随して⾏われる⼟⽯の堆積であって、当該⼯事に使⽤する⼟⽯⼜は当該⼯事で発⽣した⼟⽯を

当該⼯事の現場⼜はその付近に⼀時的に堆積するもの
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３ 盛⼟規制法の規制内容について
（２）許可を要しない⼯事（神奈川県、横浜市、相模原市）

付加
強化

・許可不要と扱う農地での造成⼯事（市規則（予定））

※農地造成・・・農地の利⽤増進のため、耕作に適した⼟による埋⼟盛⼟⼜は⼟の採取を⾏い、⼟地（農
地）の形質を変更する⾏為。農地造成に該当するか否かは、所管の農業委員会に確認

・農地造成等に関する⼯事（ほ場の⼤区画化・均平、⽥畑転換や農業⽤施設⽤地の
整備等）及び農地の補充を⾏う場合、盛⼟⼜は切⼟をする前後の地盤⾯の標⾼の
差が１ｍを超えないものは許可不要（県細則等）

周辺より低い農地（周辺が道路で囲まれた農地等）において、農地として利⽤す
るために⾏なう⾼さ１ｍ以下（※次の図を参照。）の盛⼟については、盛⼟規制
法の許可は不要とする旨を規定

■②災害の発⽣のおそれがないと認められるもの
神奈川県

横浜市

・勾配が１/１０以下である⼟地における盛⼟⼜は切⼟をする前後の地盤⾯の標⾼
の差が１ｍを超えないものは許可不要（市規則（予定））

相模原市
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４ 申請⼿続きについて
（１）申請窓⼝等

申請窓⼝

神奈川県 確定次第、ホームページ等で公表

横浜市 建築局宅地審査部宅地審査課・調整区域課

川崎市 まちづくり局指導部宅地審査課

相模原市 都市建設局まちづくり推進部開発調整課

横須賀市 都市部宅地審査防災課
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４ 申請⼿続きについて
（２）許可申請から⼯事完了までの流れ

①許可申請前

②許可申請・許可

●⼟地所有者等の全員の同意
●周辺住⺠への事前周知

●許可基準への適合
・災害防⽌のための安全基準に適合すること
・必要な資⼒・信⽤を有すること
・⼯事施⾏者が必要な能⼒を有すること
・⼟地の所有者等全員の同意を得ていること

●県知事等の許可
県知事等は、⼯事主の⽒名、盛⼟等が⾏われる⼟地の
所在地等を公表

●現場に標識の掲⽰
●中間検査※
●定期報告※

●施⾏状況報告
●完了検査（宅地造成、特定盛⼟等）
●除却の確認（⼟⽯の堆積）

③⼯事着⼿

④⼯事完了

※一定規模以上の盛土等が対象

※都市計画法に基づく開発許可の対象⼯事の場合、盛⼟規制法に基づく⼿続きは、
上記の標識の掲⽰、中間検査、定期報告を除いて不要となる。
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３ 盛⼟規制法の規制内容について

盛⼟規制法では周知⽅法として図１の①〜④も規定しています。本市では、
④において「横浜市開発事業等の調整等に関する条例」により周知を⾏う
こととします。

付加
強化

（２）①許可申請前（住⺠周知）について（横浜市）
■盛⼟規制法に基づく周知⽅法（市条例（公布済） ）
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３ 盛⼟規制法の規制内容について

１ 工事の照会

相模原市では、許可対象となる工事の規模要件の厳格な運用と、住民へ周知する範囲の適切な設定を行うた
め、工事をする土地の面積が500平方メートルを超える盛土等に関する工事をする場合は、工事に着手する前に
市長に照会しなければなりません。

２ 住民への事前周知の強化

相模原市では、住民と工事主の相互理解と協力の促進を図るため、盛土規制法による住民への事前周知の手
続きを施行条例により強化しています。

３ 協定の締結

相模原市では、大規模工事として、工事をする土地の面積が3,000平方メートル以上の盛土等に関する工事を
する場合は、災害の防止及び近隣住民等との相互理解等の観点から配慮すべき事項について、自治会等と協定
を締結するよう努めなければなりません。

４ 保証金の預託

相模原市では、特に規模が大きい盛土等として、高さが１０メートルを超える盛土又は土石の堆積に関する
工事の適正な施行の実効性を担保するため、許可申請前に保証金を預託しなければなりません。

１ 工事の照会

２ 住民への事前周知の強化

３ 協定の締結

４ 保証金の預託

・令和７年４月から盛土規制法の運用を開始するに当たり、盛土等に伴う災害を防止することや、近隣住民等との相互
理解の観点から配慮すべき事項等について規定するため、「相模原市宅地造成及び特定盛土等規制法の施行等に関す
る条例」（以下、「施行条例」といいます。）を制定しました。

・施行条例により強化した許可申請前の手続きのポイントは次のとおりです。

（２）①許可申請前（住⺠周知）について（相模原市）

付加
強化
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３ 盛⼟規制法の規制内容について

・相模原市では、住民と工事主の相互理解と協力の促進を図るため、施行条例により、盛土規制法に基づく住民周知を
次のとおり強化しています。

盛土規制法 施行条例

工事をする土地の面積 規模要件なし
５００㎡超、

３,０００㎡未満
３,０００㎡以上

住民周知の方法

・説明会の開催
・書面の配布
・掲示＋インターネット閲覧
・戸別訪問

・説明会の開催
（説明会の開催により難いときや欠席者に対しては、戸別訪問を実施）

住民周知の対象者 ・住民

左
記
に
加
え

・土地の所有者、占有者
・建築物の所有者、占有者

盛
土
等
の
タ
イ
プ
別

周
知
の
範
囲

・平地盛土
・切土
・土石の堆積

工事をする土地の境界から周囲への水平距
離が次の値のうち大きい方の値の範囲
① １０ｍ
② 盛土等の最大高さの２倍

・工事をする土地の境界から周囲
への水平距離が１０ｍの範囲

・工事をする土地の境界から周囲
への水平距離が２０ｍの範囲

・工事用車両の搬入路沿道・腹付け盛土

工事をする土地の境界から周囲への水平距
離が次の値のうち大きい方の値の範囲
① ２０ｍ
② 盛土等の最大高さの５倍

・渓流等の盛土
・谷埋め盛土

「腹付け盛土」の範囲に加えて、
下流の渓床勾配が２度以上の範囲

申し出により説明を求め
ることができる対象者

上記に加え、工事をする土地の面積が５００㎡超の場合は、書面により申し出
を行った次のものも対象者とします。
・工事をする土地の境界から下方への水平距離が１００ｍの範囲の土地の所
有者・占有者、建築物の所有者・占有者

・市長が必要と認める範囲内の土地の所有者・占有者、建築物の所有者・占
有者

・自治会等

（２）①許可申請前（住⺠周知）について（相模原市）
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４ 申請⼿続きについて
（２）②許可基準について
■許可の申請が次に掲げる基準に適合しないと認めるとき、⼜は

その申請がこの法律若しくはこの法律に基づく命令の規定に違
反していると認めるときは、同項の許可をしてはならない。

（法第12条第２項・第30条第２項）

①⼯事の計画が法第13条（法第12条第1項の許可の場合）、法第31条（法
第30条第1項の許可の場合）の技術的基準等に適合するものであること

②⼯事主に⼯事を⾏うために必要な資⼒及び信⽤があること
③⼯事施⾏者に⼯事を完成するために必要な能⼒があること
④⼯事をしようとする⼟地の区域内の⼟地について所有権、地上権、質権、

賃借権、使⽤貸借による権利⼜はその他の使⽤及び収益を⽬的とする権
利を有する者の全ての同意を得ていること
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（２）②許可基準について（技術的基準、神奈川県）

擁壁等を設置する 擁壁等を設置しない

【主な技術審査項⽬】
＜擁壁の種類＞
・鉄筋コンクリート造
・無筋コンクリート造
・練積み造（⽯積み、ブロック積み）
＜擁壁の構造＞
・鉄筋・無筋コンクリート造の構造計算
・擁壁の⾼さが２ｍ超の場合は地震時
の構造計算

・練積み造の構造（勾配、⾼さ等）
＜擁壁以外＞

・崖⾯崩壊防⽌施設の設置
＜排⽔施設の設置＞

・暗渠排⽔⼯、基盤排⽔層、流末の基
準・調整池の設置

＜地盤に講じる措置＞
・締固め、段切り、⼩段の設置
・軟弱地盤の安定計算

【主な技術審査項⽬】
＜のり⾯勾配＞

・⼟質に応じた切⼟⾼とのり⾯勾配
＜安定計算の結果、擁壁の設置が必要で
ないことが確かめられた崖⾯＞

・安定計算
・渓流等で⾼さ15mを超える盛⼟をする

場合は、⼟質試験等に基づく安定計算
＜崖⾯及びその他の地表⾯について講
ずる措置＞
・⾵化その他の侵⾷から保護されるよ

う、⽯張り、芝張り、モルタル、吹付等
・地表⾯（崖以外）が⾬⽔その他の

地表⽔による侵⾷から保護されるよ
う、植栽、芝張り、板柵⼯等

＜排⽔施設の設置＞
・暗渠排⽔⼯、基盤排⽔層、流末の
基準、調整池の設置

＜地盤に講じる措置＞
・締固め、段切り、⼩段の設置
・軟弱地盤の安定計算、地盤改良

【主な技術審査項⽬】
＜のり⾯勾配＞

・盛⼟⾼５ｍ以上
10ｍ未満
→ のり⾯勾配

・盛⼟⾼10ｍ以上
→ のり⾯勾配
＋安定計算

＜安定計算の結果、擁壁
の設置が必要ないこと
が確かめられた崖⾯＞

→ 左に同じ
＜崖⾯及びその他の地表
⾯について講ずる措置＞

→ 左に同じ
＜排⽔施設の設置＞

→ 左に同じ
＜地盤に講じる措置＞

→ 左に同じ

盛⼟、切⼟ 盛⼟、切⼟、⼟⽯の堆積

のり⾯が30°未満のり⾯が30°以上

政令・省令で定められている技術基準 県細則で付加・強化した技術基準

４ 申請⼿続きについて 付加
強化
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３ 盛⼟規制法の規制内容について

① 崖⾯崩壊防⽌施設の設置条件
崖⾯崩壊防⽌施設（崖を覆う⼯作物で、擁壁よりも柔軟性のある構造のもの。）は、その
構造上の特性から、地域森林計画対象⺠有林、特別緑地保全地区、近郊緑地特別保全地区
及び市⺠の森において、建築物の敷地⼜は道路等からの離隔を確保できる場合のみ設置で
きる旨を定めます。

② ⼟⽯の堆積に係る構造物等の設置条件
⼟⽯の堆積について、構台⼜は鋼⽮板等を使⽤して堆積する場合の、建築物の敷地⼜は道
路等との離隔の確保について定めます。

③ ⼟⽯の堆積に係る、⼟⽯の流出防⽌
⼟⽯の堆積について、沈砂池等を設置する旨を定めます。

④ 堆積する⼟⽯の勾配
⾼さ５ｍを超える⼟⽯の堆積について、⼟⽯の勾配に上限を定めます。（※次の図を参
照。）

次の①〜⑦に⽰す基準について、市規則（細則）にて、技術基準の強化・付加を⾏
います。（予定）

５ｍ超え

勾配１：２

土石の堆積を行う範囲

付加
強化

（２）②許可基準について（技術的基準、横浜市）
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３ 盛⼟規制法の規制内容について

⑤ ⼟砂災害特別警戒区域内における⼟⽯の堆積の制限
⼟砂災害特別警戒区域内で⼟⽯の堆積を⾏うことを制限します。

⑥ ⾼さ１ｍを超える崖等の取扱い
現在の運⽤に合わせて、⾼さ１ｍを超える崖（擁壁を含む。）等の扱いについて細則に定
めます。ただし、宅地以外の場合には、⾼さ２ｍ以下の⼟留を設置できることとします
（擁壁の設置が必要な箇所を除く。）。

⑦ 法⾯の⼩段
盛⼟⼜は切⼟による法⾯に設ける⼩段に関する基準を審査基準から細則に定める基準に変
更します。

次の①〜⑦に⽰す基準について、市規則（細則）にて、技術基準の強化・付加を⾏
います。（予定）

付加
強化

（２）②許可基準について（技術的基準、横浜市）
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土地の形質の変更
盛土等義務設置擁壁

土石の堆積

黒字：盛土規制法施行令による項目
赤字：施行条例規則による項目
青字：開発事業技術基準による項目

【主な技術審査項目】

＜擁壁の種類＞
□鉄筋コンクリート造
□無筋コンクリート造
□練積み造
（間知石積み、コンクリートブロック積み）

＜擁壁設置の位置＞
□斜面上の擁壁
□河川等付近の擁壁

＜擁壁の構造＞
□鉄筋・無筋コンクリート造の構造計算

擁壁の高さが２ｍ超の場合は中地震時の構造計算
擁壁の高さが５ｍ超の場合は大地震時の構造計算

□練積み造の構造（勾配、高さ等）
□水抜き穴の設置

＜地盤の支持力確認＞
□建築基準法施行令93条に規定する数値、

もしくは、着工後、告示1113号による原地盤試験

【主な技術審査項目】

＜地盤に講じる措置＞
□基礎地盤の調査、調査結果に応じた必要な措置

＜盛土形状＞
□盛土材料に応じた盛土高と標準のり面勾配
□小段の設置

＜安定計算＞
□標準のり面勾配の範囲を超える場合は安定計算
□渓流等で高さ15mを超える盛土をする場合は

盛土全体の安定計算
＜のり面及びその他の地表面に講ずる措置＞
□擁壁を設けない崖はのり面保護工を実施
□のり面の排水処理
□崖面崩壊防止施設の設置

＜排水施設の設置＞
□暗渠排水工、基盤排水層、調整池の設置
□流末の管理者との協議

＜施工上の留意点＞
□締固め、段切等

【主な技術審査項目】

＜地盤に講じる措置＞
□堆積する土地の勾配は1/10

＜周辺の安全確保＞
□空地の確保
□側溝や柵等の設置
□立入禁止看板

＜土砂流出防止＞
□保全対象との離隔確保
□鋼矢板等の設置
□構台等の設置
□防水性シート等による保護

【中間検査】
□擁壁の高さ5ｍ超の場合は特定工程として
（基礎地盤処理、杭基礎の打ち込み、配筋）を設定

【定期報告】
□特盛区域の許可規模に該当する義務設置擁壁等に
関する工事の施行状況

【中間検査】
□盛土２ｍ超の場合は特定工程として
（暗渠排水管、基盤排水層、段切等）を設定

【定期報告】
□特盛区域の許可規模に該当する工事について
（高さ、面積、土量）を報告

□安定計算が実施されている場合は
（締固め状況、土質定数）を報告

【中間検査】
なし
【定期報告】
□特盛区域の許可規模に該当す
る工事について
（高さ、面積、土量）を報告

４ 申請⼿続きについて 付加
強化

（２） ②許可基準（相模原市）
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４ 申請⼿続きについて
（２）②許可後の公表について
■都道府県知事等が許可をしたときには、下記の事項を公表する

とともに、関係市町村⻑に通知しなければならない。
（法第12条第４項・第30条第４項）

① ⼯事主の⽒名⼜は名称
② ⼯事が施⾏される⼟地の所在地
③ 宅地造成等に関する⼯事が施⾏される⼟地の位置図
④ ⼯事の許可年⽉⽇（⼯事の届出年⽉⽇）及び許可番号
⑤ ⼯事施⾏者の⽒名⼜は名称
⑥ ⼯事の着⼿予定年⽉⽇及び⼯事の完了予定年⽉⽇
⑦ 盛⼟若しくは切⼟の⾼さ⼜は⼟⽯の堆積の最⼤堆積⾼さ
⑧ 盛⼟若しくは切⼟をする⼜は⼟⽯の堆積を⾏う⼟地の⾯積
⑨ 盛⼟若しくは切⼟の⼟量⼜は⼟⽯の堆積の最⼤堆積⼟量



特定⼯程後の⼯程に係る⼯事は、当該特定
⼯程に係る中間検査合格証の交付を受けた
後でなければ、することができない。

（法第18条第3項）

29

４ 申請⼿続きについて
（２）③中間検査について
■許可を受けた⼯事において政令で定める規模のものについては、下記「特定

⼯程」を含む場合において、当該特定⼯程に係る⼯事を終えたときは、その
都度特定⼯程に係る⼯事を終えた⽇から４⽇以内（規則第45条）に検査を申
請しなければならない。（法第18条第１項・第37条第１項）

特定⼯程

17

申請→許可

準備・仮設⼯

基礎排⽔⼯（暗渠敷設）

排⽔施設の埋設

擁壁⼯

盛⼟⼯

のり⾯保護⼯

完了検査

中間検査が必要
となる特定⼯程

（令第24条第1項）

盛⼟をする前の地盤⾯⼜は切⼟をした後
の地盤⾯に排⽔施設を設置する⼯事の⼯程
※中間検査では暗渠排⽔管等の敷設状況を確認

特定⼯程後の⼯程 （令第24条第2項）

排⽔施設の周囲を砕⽯その他の資材で
埋設する⼯程

特定⼯程後の⼯程
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４ 申請⼿続きについて
（２）③中間検査が必要な⼯事

■許可が必要な⼯事で、令第24条第1項の特定⼯程が含まれる⼯
事のうち、下記に該当する⼯事
※⼟⽯の堆積（⼀時堆積）は中間検査対象外

①盛⼟で⾼さが
２ｍ超の崖を
⽣ずるもの

②切⼟で⾼さが
５ｍ超の崖を
⽣ずるもの

③盛⼟と切⼟を同
時に⾏い、⾼さ
が５ｍ超の崖を
⽣ずるもの
（①、②を除く）

④盛⼟で⾼さが
５ｍ超となるも
の
（①、③を除く）

⑤盛⼟⼜は切⼟を
する⼟地の⾯積
が3,000㎡超と
なるもの
（①〜④を除く）

⾯積
⾼さ

盛⼟

切⼟
⾼さ

切⼟
⾼さ

盛⼟

⾼さ

盛⼟
（崖を⽣じないもの）

盛⼟
切⼟

（盛⼟⼜は切⼟のみの場合も含む）

⾼さ
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４ 申請⼿続きについて
（２）③定期報告について
■許可を受けた⼯事において政令で定める規模のものについては、３か⽉ごと

に、⼯事の実施の状況その他下記の事項を報告しなければならない。
（法第19条第１項・第38条第１項）

■また、報告の時点における許可を受けた⼟地及びその付近の状況を明らかに
する写真その他の書類を添付して、提出しなければならない。

（規則第48条第１項・第２項）

共 通
① ⼯事が施⾏される⼟地の所在地

② ⼯事の許可年⽉⽇及び許可番号

③ 前回の報告年⽉⽇（2回⽬以降の定期報告の場合に限る）

宅地造成⼜は特定盛⼟等の場合 ⼟⽯の堆積の場合
④ 報告の時点における盛⼟⼜は切⼟の⾼さ ④ 報告の時点における⼟⽯の堆積の⾼さ

⑤ 報告の時点における盛⼟⼜は切⼟の⾯積 ⑤ 報告の時点における⼟⽯の堆積の⾯積

⑥ 報告の時点における盛⼟⼜は切⼟の⼟量 ⑥ 報告の時点における堆積されている⼟⽯の⼟量

⑦ 報告の時点における擁壁等に関する⼯事の施⾏状況 ⑦ 前回の報告の時点から新たに堆積された⼟⽯の⼟
量及び除却された⼟⽯の⼟量
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４ 申請⼿続きについて
（２）③定期報告が必要な⼯事

■宅地造成・特定盛⼟等については、中間検査対象⼯事と同じ

①盛⼟で⾼さが
２ｍ超の崖を
⽣ずるもの

②切⼟で⾼さが
５ｍ超の崖を
⽣ずるもの

③盛⼟と切⼟を同
時に⾏い、⾼さ
が５ｍ超の崖を
⽣ずるもの
（①、②を除く）

④盛⼟で⾼さが
５ｍ超となるも
の
（①、③を除く）

⑤盛⼟⼜は切⼟を
する⼟地の⾯積
が3,000㎡超と
なるもの
（①〜④を除く）

⾯積
⾼さ

盛⼟

切⼟
⾼さ

切⼟
⾼さ

盛⼟

⾼さ

盛⼟
（崖を⽣じないもの）

盛⼟
切⼟

（盛⼟⼜は切⼟のみの場合も含む）

⾼さ

■⼟⽯の堆積については、下記に該当する⼯事
⑥最⼤時に堆積する⾼さが５ｍ超かつ⾯積が
1,500㎡超となるもの ⑦最⼤時に堆積する⾯積が3,000㎡超となるもの

⾼さ

⾯積⾯積
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土地の形質の変更
盛土等義務設置擁壁

土石の堆積

黒字：盛土規制法施行令による項目
赤字：施行条例規則による項目
青字：開発事業技術基準による項目

【主な技術審査項目】

＜擁壁の種類＞
□鉄筋コンクリート造
□無筋コンクリート造
□練積み造
（間知石積み、コンクリートブロック積み）

＜擁壁設置の位置＞
□斜面上の擁壁
□河川等付近の擁壁

＜擁壁の構造＞
□鉄筋・無筋コンクリート造の構造計算

擁壁の高さが２ｍ超の場合は中地震時の構造計算
擁壁の高さが５ｍ超の場合は大地震時の構造計算

□練積み造の構造（勾配、高さ等）
□水抜き穴の設置

＜地盤の支持力確認＞
□建築基準法施行令93条に規定する数値、

もしくは、着工後、告示1113号による原地盤試験

【主な技術審査項目】

＜地盤に講じる措置＞
□基礎地盤の調査、調査結果に応じた必要な措置

＜盛土形状＞
□盛土材料に応じた盛土高と標準のり面勾配
□小段の設置

＜安定計算＞
□標準のり面勾配の範囲を超える場合は安定計算
□渓流等で高さ15mを超える盛土をする場合は

盛土全体の安定計算
＜のり面及びその他の地表面に講ずる措置＞
□擁壁を設けない崖はのり面保護工を実施
□のり面の排水処理
□崖面崩壊防止施設の設置

＜排水施設の設置＞
□暗渠排水工、基盤排水層、調整池の設置
□流末の管理者との協議

＜施工上の留意点＞
□締固め、段切等

【主な技術審査項目】

＜地盤に講じる措置＞
□堆積する土地の勾配は1/10

＜周辺の安全確保＞
□空地の確保
□側溝や柵等の設置
□立入禁止看板

＜土砂流出防止＞
□保全対象との離隔確保
□鋼矢板等の設置
□構台等の設置
□防水性シート等による保護

【中間検査】
□擁壁の高さ5ｍ超の場合は特定工程として
（基礎地盤処理、杭基礎の打ち込み、配筋）を設定

【定期報告】
□特盛区域の許可規模に該当する義務設置擁壁等に
関する工事の施行状況

【中間検査】
□盛土２ｍ超の場合は特定工程として
（暗渠排水管、基盤排水層、段切等）を設定

【定期報告】
□特盛区域の許可規模に該当する工事について
（高さ、面積、土量）を報告

□安定計算が実施されている場合は
（締固め状況、土質定数）を報告

【中間検査】
なし
【定期報告】
□特盛区域の許可規模に該当す
る工事について
（高さ、面積、土量）を報告

４ 申請⼿続きについて 付加
強化

（２） ③中間検査、定期報告（相模原市）※再掲
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（２）④施⼯状況報告（宅地造成・特定盛⼟等）（神奈川県）
４ 申請⼿続きについて 付加

強化

■⼯事施⾏者は、下表の⼯事の種類ごとに右欄に掲げる報告事項について、
⼯事の実施状況報告書及び施⾏状況を明らかにした写真、その他の書類を
添付して、⼯事完了後速やかに知事に提出しなければならない。

⼯事の種類 報告事項

１ 擁壁⼯事

１ 鉄筋コンクリート造の擁壁の基礎ぐいの耐⼒並びに基礎及び壁体の配筋

２ 練積み造の擁壁の壁体の厚さ⼜は組積材及び裏込めコンクリートの厚さ

３ 擁壁の⽔抜き⽳及びその周辺

２ 盛⼟⼜は切⼟⼯事

１ 急傾斜⾯に盛⼟をする場合における盛⼟前の段切りその他の措置

２ 盛⼟⼜は切⼟をする場合における排⽔施設の状況

３ 盛⼟をする場合における透⽔層の状況

４ 切⼟をする場合における地滑り抑⽌ぐい⼜はグラウンドアンカーその他の⼟留（地
滑り抑⽌ぐい等）の設置、⼟の置換えその他の措置

５ 盛⼟をする場合における締固めの状況及び地滑り抑⽌ぐい等の設置その他の措置

３ 区域外からの⼟砂
の搬⼊ 搬⼊元及び搬⼊量等（知事が必要と認める場合は、速やかに報告（細則））

４ 知事が指定する⼯事 知事が必要と認め、指定する⼯程

（県細則）
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４ 申請⼿続きについて

（３）盛⼟規制法運⽤開始前後の取扱い（神奈川県）
⼟砂条例、開発許可、旧宅造法許可の扱い等を申請窓⼝で周

知及び県ホームページで公表

（４）盛⼟規制法事前相談台帳の作成（神奈川県）
県所管域（29市町村）内の盛⼟規制法の事前相談の情報共

有を図るため、台帳を作成予定
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５ 違反指導について

※「不法・危険盛⼟等への対処⽅策ガイドライン」（令和５年５⽉）を参考に⼀例として作成

違法性・危険性の疑いのある盛⼟等の発⾒

現状把握
緊急対応の必要性

（①変状・湧⽔等の状況、②災害防⽌措置の状況、③⼈的被害のおそれ）

規制対象・許可対象への該当性、違法性・危険性の有無等

報告の徴取

⽴⼊検査

緊急対応の
必要あり

刑事告発

緩和代執⾏（費⽤徴収）

略式代執⾏（費⽤徴収）

経過観察

許可対象か
どうか

災害防⽌の
必要性の有無

違法性の
判断

経過観察

改善命令

経過観察

危険性の
判断

勧告

緊急対応の実施

対応
不要

規制区域外・
公共施設⽤地内・
規制対象規模未満

許可対象外許可対象
区域指定後に⼯事着⼿した盛⼟等許可制度上の違反の

ある盛⼟等への対応

違反あり

措置実施

違反なし

なし

過失なく命ずべき者が確知できない監督処分

報告徴取・⽴⼊検査拒否等

無許可⼯事、
偽りその他不正な
⼿段による許可、
技術的基準、
完了検査未受検、
中間検査未受検等

不適切
（監督処分に違反）

未措置、措置不⼗分、措置⾒込みなし措置の実施
状況確認

措置実施

措置の実施
状況確認

あり

災害の
おそれ
が⼤きい

災害の
おそれ
なし

許可制度の対象外であるものの
危険性のある盛⼟等への対応

災害の防⽌のため
必要があると認める

措置
実施

災害のおそれ
が⼤きい

不適切
（改善命令

に違反）

・区域指定後に⼯事着⼿した盛⼟等
・⼯事着⼿時期が不明な盛⼟等
・適⽤除外対象⾏為に該当する盛⼟等

緊急対応

緊急⼯事
停⽌命令

特別緊急
代執⾏
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（１）盛⼟規制法施⾏に係る条例制定等の状況
盛⼟規制法施⾏に係る条例制定等の状況

神奈川県 R6.10.22「宅地造成及び特定盛⼟等規制法施⾏条例」公布
R7.  1.24「宅地造成及び特定盛⼟等規制法施⾏細則」公布

横浜市
R6.9.30 「横浜市開発事業等の調整等に関する条例」公布（改正）
R6.12.25  「横浜市⼿数料条例」公布（改正）
R7.３まで 「横浜市宅地造成及び特定盛⼟等規制法施⾏細則」

「横浜市開発事業等の調整等に関する条例施⾏規則」公布予定

川崎市
R6.12.26 「川崎市都市計画法に基づく開発許可の基準に関する

条例の⼀部を改正する条例」公布
R７.1〜2 「川崎市宅地造成及び特定盛⼟等規制法施⾏細則」公布予定

相模原市
R6.12.20 「相模原市宅地造成及び特定盛⼟等規制法等の施⾏に関する

条例」公布
R7.1 「相模原市宅地造成及び特定盛⼟等規制法の施⾏等に関する

規則」公布

横須賀市 R6.12.17「宅地造成等に関する⼯事の許可の基準及び⼿続に関する条例」公布
R7. 1.27「宅地造成及び特定盛⼟等規制法等施⾏取扱規則」公布

６ その他
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６ その他
（２）神奈川県⼟砂の適正処理に関する条例の⼀部を

改正する条例（R6.10.22公布）
・盛⼟規制法と規制内容が重複する規定（⼟砂埋⽴⾏為の許可、

⼟砂搬⼊禁⽌区域の指定）を削除
・⼟砂搬出時の届出制度は存続
・改正前の条例に基づく許可を受けて⾏われている⼟砂埋⽴⾏

為等については、所要の経過措置を設ける
＜法運⽤開始後の体系＞＜現状＞

存続 ①搬出処理計画の作成・届出
廃⽌ ②⼟砂埋⽴⾏為の許可
廃⽌ ③⼟砂搬⼊禁⽌区域の指定

県⼟砂条例
盛⼟規制法

＋
施⾏条例・施⾏細則
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６ その他
（３）説明会の開催予定等

説明会の開催予定等

神奈川県 R7.1.24 盛⼟規制法運⽤説明会開催
※資料、説明動画をホームページで公表

横浜市 R7.1⽉中旬〜下旬 盛⼟規制法運⽤説明動画をホームページで公
表予定

川崎市 R7.2⽉末 宅地造成等規制法改正に関する説明会を開催

相模原市 R7.1.19〜R7.2.4盛⼟規制法に関する説明会開催
※計8回開催（4か所×2部開催）資料をホームページで公表予定

横須賀市 盛⼟規制法の運⽤についての説明資料をホームページで公表予定
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１ 盛⼟総点検後の是正状況

２ 出⽔期前点検と⼤⾬の後の対応

議題２ 盛⼟総点検箇所のその後の対応に
ついて



※ １箇所が複数に該当する箇所もあるため、①〜④の合計と⼀致しない

＜盛⼟総点検結果（令和４年３⽉公表）＞

１ 盛⼟総点検後の是正状況
■令和３年７⽉に静岡県熱海市で発⽣した⼟⽯流災害を受け、

全国で盛⼟の総点検を実施し、本県では、6,535箇所の盛⼟
を点検し、そのうち、50箇所で是正措置が必要な盛⼟が判明

①許可・届
出等の不備

②⼿続と現
地の不⼀致

③災害防⽌措
置が不⼗分

④禁⽌事項
に該当

総点検結果 50 29 25 30 5

＜盛⼟総点検後の是正状況（令和６年12⽉末）＞

措置が必要
な箇所数

①許可・届
出等の不備

②⼿続と現
地の不⼀致

③災害防⽌措
置が不⼗分

④禁⽌事項
に該当

是正完了 10 6 5 7 3

是正指導中 40 23 20 23 2

措置が必要
な箇所数
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２ 出⽔期前点検と⼤⾬の後の対応

（１）出⽔期前点検
出⽔期を迎えるにあたり、安全対策に万全を期すため、盛

⼟対策連絡会議運営要領第３条をふまえて、県内独⾃の取組

として、災害防⽌措置が不⼗分な盛⼟について、令和４〜６

年度と同様に、令和７年度も点検等をお願いします。
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２ 出⽔期前点検と⼤⾬の後の対応
（２）⼤⾬の後の対応

また、災害防⽌措置が不⼗分な盛⼟について、引き続き、

⼤⾬等の状況に応じて、適宜、現場確認をお願いします。

なお、特に、⼟砂災害警戒情報が発令された地域内の災害

防⽌措置が不⼗分な盛⼟については、現場確認及び報告をお

願いします。
＜令和４年度の実績＞

・台⾵第８号（８⽉13⽇）
・台⾵第15号（９⽉23〜24⽇）

＜令和５年度の実績＞
・台⾵第２号（６⽉２⽇）

＜令和６年度の実績＞
・台⾵第10号（8⽉27〜31⽇）
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